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 筑波大学は、平成２２年６月１０日に平成２１事業年度における財政状態、運営

状況を表わす財務諸表（貸借対照表、損益計算書等）及び決算報告書等を取りまと

め、文部科学大臣に対して提出したところですが、平成２２年６月３０日にその承

認が得られましたので、ここに公表いたします。 

 

 筑波大学としては、教育研究の質の高度化を図るため、自立的・戦略的な運営の

実現を目指し、より一層の財政上の見直しや効果的で効率的な資源配分を進めて行

くとともに老朽化・狭隘化が進む施設・整備への対応に向けて積極的に取り組んで

まいります。 

 

 なお、平成２１事業年度財務諸表及び概要は、以下のとおりですが、本学の教育

研究活動を広くご理解いただくために、後日財務レポートを作成し公表する予定で

す。 

 

 



○

○

○

１．平成２１事業年度の主要な財務諸表の概要

資産 3,700 （ 111 ） 経常費用 755 （ 21 ）

（主なもの） （主なもの）
土地 2,497 （ 0 ） 人件費 411 （ 0.3 ）
建物等 648 （ 30 ） 診療経費 124 （ 11 ）
設備・図書等 237 （ 21 ） 研究経費 66 （ 3 ）

受託研究費等 30 （ ▲ 0.5 ）
負債 951 （ 10 ） 教育経費 58 （ 4 ）

（主なもの） 経常収益 771 （ 26 ）
長期借入金 412 （ ▲ 45 ）
資産見返負債 219 （ 25 ） （主なもの）
寄附金債務 34 （ 7 ） 運営費交付金収益 362 （ ▲ 2 ）

附属病院収益 194 （ 15 ）
純資産 2,749 （ 101 ） 学生納付金収益 104 （ 1 ）

受託研究等収益等 81 （ 12 ）
（主なもの）

政府出資金 2,329 （ 0 ）
資本剰余金 334 （ 75 ） 経常利益（※3） 16 （ 4 ）
積立金（※1) 32 （ 1 ）
目的積立金（※2） 10 （ ▲ 5 ） 臨時損失 0.7 （ 0.3 ）
当期未処分利益 42 （ 29 ）

臨時利益（※4） 24 （ 24 ）

（主なもの）
運営費交付金収益 23 （ 23 ）

目的積立金取崩額 2 （ 1 ）

（注） 1.単位は億円。単位未満切り捨て。 当期総利益（※5） 42 （ 29 ）
2.（　）内は対前年度増減。

※1　会計処理上の形式的・観念的利益であり、実際に法人に現金等が残っているものではありません。

※2
※3

※4

※5

国立大学法人筑波大学の平成２１事業年度決算等について

＜ポイント＞　（詳細は「２.本学の財務状況の特色」参照。）

経常利益とは、経常収益から経常費用を差し引いた額ですが、国立大学法人の場合は、業務を行うために必要な経費
を予算化し（＝収益）、使用しています（＝費用）。基本的に予算の範囲内で業務を行うことが前提となるため、通
常、経営が厳しくとも経常利益はマイナスにならない構造になっています。

中期目標期間の最終年度特有の処理として、運営費交付金債務（退職手当など、その使途を限定して積算され、措置
された経費のうち、当該使途に照らし不用となったものの第1期中期目標期間（平成16年度～21年度）を通じた累計
額等（「期末不用額等」）を収益化した額23億円が含まれています。

建物等の改修工事等の前払いや設計費として既に支出済で現金がないもの0.1億円が含まれています。

※4の運営費交付金債務を収益化した額（23億円）を除いた、平年度ベースの当期総利益は、19億円（対前年度比7
億円増）。さらに積立金（＝会計処理上の形式的、観念的利益であり、実際に法人に現金が残っていないもの）相当
額を除けば11億円（対前年度比1億円増）。
なお、国立大学法人における「利益」は、文部科学大臣の承認を得て、翌年度以降の業務の財源に充てています。

教育経費、研究経費、診療経費の費用は増加していますが、競争的資金等の獲得及び経営努力による附属病
院収入が増加しているため経常利益は増加しています。

人件費については、附属病院を除き、常勤教員が大きく減少しております。今後、教育研究や若手教員への
影響が懸念されます。

当初予算や補正予算に加え、収入増や費用節減により生み出した目的積立金の活用により、施設・設備の整
備は大きく進捗しました。

貸借対照表 損益計算書



2． 本学の財務状況の特色

（１）事業費総額等
・

・

（参考１）経常費用の推移

※ 診療経費及び附属病院の教職員人件費の合計額

（参考２）経常収益の推移
（単位：百万円）

※ 受託研究等収益等は、補助金等収益、受託研究等収益、寄附金収益、研究関連収入及びその他の自己収入の合計額

経常費用　平成２１年度７５,５１８百万円（対前年度比２,１６３百万円増）
経常収益　平成２１年度７７,１６１百万円（対前年度比２,６４０百万円増）
経常利益　平成２１年度　１,６４３百万円（対前年度比　４７７百万円増）
教育経費、研究経費、診療経費の費用は増加していますが、競争的資金等の獲得及び経営努力によ
る附属病院収入が増加しているため経常利益は増加しています。
教育研究診療活動の維持・向上のため、今後とも、運営費交付金及び競争的資金等など必要経費の
確保に努めることが重要と考えます。

（単位：百万円）
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（２）人件費
・
・

（参考１）教職員人件費(附属病院以外）の推移

16 17 18 19 20 21 21-16
常勤 24,288 24,687 24,058 23,405 22,857 22,563 ▲ 1,725
非常勤 481 494 515 571 667 749 268
小計 24,769 25,181 24,573 23,976 23,524 23,312 ▲ 1,457
常勤 7,915 8,177 7,874 8,020 8,308 8,378 463
非常勤 817 905 932 986 958 1,077 260
小計 8,732 9,082 8,806 9,006 9,266 9,455 723
常勤 32,203 32,864 31,932 31,425 31,165 30,941 ▲ 1,262
非常勤 1,298 1,399 1,447 1,557 1,625 1,826 528
合計 33,501 34,263 33,379 32,982 32,790 32,767 ▲ 734

（参考２）教員・職員別、常勤・非常勤別人件費の増減状況

※ 平成１６年度を１００とした場合の増減を表したもの。

総人件費改革の影響により、常勤教員人件費が大きく減少しています。
人件費の抑制は若手研究者に大きなしわ寄せとなって表れており、今後もこのような傾向が続くなら
ば、若手研究者のアカデミック離れの加速など、将来の教育研究に対する影響が懸念されます。

（単位：百万円）
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（参考３）本学における大学教員の年齢層別分布状況（平成２１年度）

※ 給与水準資料などを元に作成。

※ 対象職員は、平成２１年度において給与を減額（欠勤、病気休職等による減額、新規採用による期末勤勉等の減
額等）されることなく支給された常勤の教育職員（大学教員）とし、常勤の職員には、年俸制適用者並びに年俸制
以外の在外職員（外国勤務者）、任期付職員及び再任用職員（当該法人の定年年齢を超えて採用されている職
員）を含まない。
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（３）教育研究施設・設備の整備
・

・

・

（参考１）設備整備予算等の推移

※1

※２

（参考２）施設整備予算等の推移

※

（単位：百万円）

平成１６年度の法人化以降、経費節減等の経営努力により、財源を捻出し、剰余金を発生させ、自己
財源及び目的積立金等の財源を利用して教育研究施設・設備の整備を行ってきました。
特に平成２１年度は、老朽化施設や耐震性の低い施設に加え、これまで更新が進んでいなかった教育
研究用設備等及び看護師宿舎等の整備が大きく進捗しました。
減価償却費についても、平成２０年度以降増加しており、施設、整備の更新が進捗しつつある状況が窺
えます。

「当初予算等」は、国立大学法人運営費交付金のうち「基盤的設備等整備」分の額及び国立大学法人施設整備費補
助金のうち「大型特別機械整備費」の額。但し、平成16年度は、国立大学法人運営費交付金において「基盤的整備等
整備」分が計上されていないため、特別教育研究経費における設備関係分を計上。

「補正予算」は、国立大学法人施設整備費補助金のうち、設備整備分及び国立大学法人設備整備費補助金の額を計
上。

「当初予算等」は、国立大学法人施設整備費補助金のうち「文教施設費」、国立大学財務・経営センター貸付事業のう
ち「文教施設費」、及び独立行政法人国立大学財務・経営センター法第13条第3項の規定により文部科学大臣が定め
た金額の合計額を計上。

（単位：百万円）
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（参考３）教育研究施設・設備の整備推移

※ 工具器具備品等は、工具器具備品、機械装置、船舶、車両運搬具、その他有形固定資産の合計額

（参考４）減価償却費の推移
（単位：百万円）
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（４）附属病院の財務状況
・

・

（参考１）附属病院における経常費用の推移

(注）金額は、単位未満切捨てのため計が一致しない場合がある。

（参考２）附属病院における経常収益の推移

(注）金額は、単位未満切捨てのため計が一致しない場合がある。

国立大学附属病院は、診療に係る施設整備等について、主として財政融資資金からの借入金で整備
していますが、その返済は、基本的には附属病院収入から行うこととなっています。
　ただし、附属病院収入が診療経費と借入金返済額の合計に満たない法人に対しては、附属病院運
営費交付金が措置されますが、本学の附属病院は法人化以降、附属病院収入から診療経費、借入
金を返済できる収入を上げているため、附属病院運営費交付金は措置されていません。
病床稼働率の増加等、懸命な経営努力の結果、平成２１年度は附属病院収益が１９,４７６百万円（対
前年度比１,５０１百万円（８．３％）の増加）となった一方で、診療経費も１２,４２０百万円（対前年度比
１,１５１百万円（１０．２％）の増加）となったため、損益上は１,０８１百万円（対前年度比６３３百万円（１
４１．４％）の増加）となっています。（１,０８１百万円のうち２１４百万円は、現金等が残っていない会計
上の観念的な利益です。）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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３． 中期目標期間終了時における積立金の処理

（１）積立金の処分方法
・

（２）繰越承認額及び国庫納付額
・

（注）

・

各大学法人等における中期目標期間の最終年度（２１年度）の決算については、国立大学法人法第
３２条第１項の規定に基づき、積立金（＝利益剰余金）のうち、文部科学大臣が承認した金額は第２期
中期目標期間へ繰り越し、それ以外の金額は国庫納付することとされています。

平成２１年度末の積立金の額は８,５２０百万円であり、このうち文部科学大臣から第２期中期目標期間
へ繰越承認を得た額は６,１６４百万円であります。
６,１６４百万円の主な内訳は、会計上の観念的な利益（注）等で国庫納付する現金がないものが３,９６６
百万円、目的積立金２,１６９百万円となっています。

残りの２,３５６百万円は第１期中期目標期間における退職手当などの不用額等の合計額であり、国庫
納付を行いました。

例えば、附属病院整備のための借入金返済額が、対応する固定資産の減価償却費よりも大きい
場合における当該差額など。






















































































